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共犯関係からの離脱1)とは，共犯者の中の一部の者が，犯罪の完成に至る前
117
） 原田國男『最判解刑事篇平成元年度』178 頁は，共犯の離脱とは，被告人が共同遂行
の意思を放棄して離れる場合であり，共犯の解消とは，共同遂行が終了したとして離れ
る場合であるとして両者を用語としては区別し，有力な学説もそれを支持している。西
田典之『共犯理論の展開』（2010 年）285 頁（以下，『共犯理論』と略記），同『刑法総論
（第 2版）』（2010 年）368 頁以下（以下，『総論』と略記），井田良『講義刑法学・総論』
（2008 年）504 頁，塩見淳「共犯関係からの離脱」法教 387 号 94 頁以下，萩原滋「共犯
の離脱・解消」岡山大学法学会雑誌 58 巻 2 号 211 頁等参照。さらに，吉田宣之「判批」
警察研究 63 巻 11 号 43 頁以下。なお，大塚仁『刑法概説（総論）（第 4版）』（2008 年）
349 頁（以下，『概説』と略記）。また，任介辰哉『最判解刑事篇平成 21 年度』172 頁以
下は，「離脱」とは事実行為を意味するものと，「共謀関係の解消」とはそれに法的評価
を加えた場合を意味するものとする用法が適切であるとする（高橋則夫『刑法総論（第
2版）』（2013 年）486 頁も同様の理解を示す）。
しかし，原田調査官の挙げる 2 つの場合は，残余共犯者の行為とその結果の離脱者に
対する帰責の可否が問題になる点で相違はないと考えられることから，以下では，両者
を含む概念として「共犯関係からの離脱」という言葉を用いる。今井康介「判批」上智
法学論集 54 巻 2 号 141 頁，大谷實『刑法講義総論新版（第 4版）』（2012 年）470 頁，島
田聡一郎「共犯からの離脱・再考」研修 741 号 14 頁注 2（以下「再考」と略記），照沼
亮介「共犯からの離脱」松原芳博編『刑法の判例 総論』（2011 年）270 頁も参照。
のある段階で犯行継続の意思を放棄し，それ以後の残りの共犯者（以下，残余
共犯者とする）の犯罪行為に関与しない場合のことであり，離脱が認められれ
ば，離脱者は，離脱以降に行われた残余共犯者の犯罪行為とそれに基づく結果
（以下，両者を併せて単に「残余共犯者の行為」とする）について責任を負わない
ことになる。この意味で，共犯関係からの離脱とは，離脱者に対する残余共犯
者の行為の帰責の可否を問うものといえる。問題は，どのような場合に離脱が
認められるか（離脱の要件）であるが，この点につき，従来の判例は，離脱時
点が実行の着手前である場合（以下，着手前の離脱とする）と着手後の場合（以
下，着手後の離脱とする）を区別し，前者については，基本的に，離脱者によ
る離脱の意思の表明と残余共犯者によるその了承（以下，離脱意思の表明と了承
とする）があれば足りるが2)，離脱者が残余共犯者を統制支配しうる立場にあ
る（首謀者である）場合には，それに加え，離脱者によって共謀関係がなかっ
た状態に復元されることが必要である3)としているのに対し，後者については，
離脱者が残余共犯者による行為継続の可能性を消滅させることを要求してい
る4)と分析されてきた5)。しかし，共犯の処罰根拠に関する因果的共犯論の通
説化に伴い，近年では，共犯関係からの離脱の要件は，着手前・着手後を問わ
ず，離脱者の離脱前の関与行為と残余共犯者の行為の間の因果性の遮断であり，
判例が，着手前と着手後で異なる基準によって判断しているように見えるのも，
両者の間の構成要件実現（構成要件的事態・結果の惹起）の危険性の程度の相違
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） 東京高判昭和 25・9・14 高刑集 3巻 3号 407 頁，大阪高判昭和 41・6・24 高刑集 19 巻
4 号 375 頁，東京地判昭和 31・6・30 新聞 19 号 13 頁等。なお，福岡高判昭和 28・1・12
高刑集 6巻 1号 1頁，名古屋高判平成 15・6・19LEX/DB 28085765。
） 松江地判昭和 51・11・2 刑月 8 巻 11 = 12 号 495 頁，旭川地判平成 15・11・14 LEX/
DB28095059。
） 東京高判昭和 30・12・21 高刑裁特 2 巻 24 号 1292 頁，東京高判昭和 46・4・6東高刑
22 巻 4 号 156 頁，福岡高判昭和 63・12・12 高検速報（昭 63）187 頁等。なお，東京地
判昭和 51・12・9 判時 864 号 128 頁，東京地判平成 7・10・13 判時 1579 号 146 頁。
） 代表的なものとして，原田・前掲書 186 頁以下，任介・前掲書 173 頁以下。すでに，
鈴木義男「実行着手前における共謀関係からの離脱」臼井滋夫ほか『刑法判例研究Ⅱ』
（1968 年）130 頁以下，大塚仁『刑法論集⑵』（1976 年）32 頁（以下，『論集』と略記）
等。
から，因果性の遮断に必要な行為に差が生じるためにすぎないとする見解（因
果性遮断説）が有力化している6)。そして，最決平成元・6・26 刑集 43 巻 6 号
567 頁（以下，平成元年決定とする)7)とそれに関する原田國男調査官の解説が出
されて以降の多くの裁判例も，因果性遮断説と親和的な判断を示しており8)，
最高裁も，近年，最決平成 21・6・30 刑集 63 巻 5 号 475 頁（以下，平成 21 年
決定とする）において，Ａ・ＢらとＶ方への住居侵入・強盗を共謀したＸが，
Ｂらの住居侵入後・強盗の着手前の段階において，Ｂらに「先に帰る」と電話
で一方的に伝えた見張り役のＡらとともに，現場から立ち去ったが，その後，
Ｘらが立ち去ったことを認識したＢらによって強盗が実行されたという事案に
関して，実行の着手前であった強盗罪に関する離脱の可否につき，離脱意思の
表明と了承という基準ではなく，残余共犯者による以後の犯行の防止措置を講
じたか否かという観点を重視した判断を示した9)。
このように，学説・判例ともに，共犯関係からの離脱の可否について，因果
性の遮断という観点を重視して判断する傾向が有力化しているが，そこでの
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） 拙稿「共犯論における判例の変容」法セミ 705 号 14 頁以下参照。なお，因果性遮断説
の基礎には共犯の処罰根拠に関する因果的共犯論があると説明されることが一般である
（林幹人『判例刑法』（2011 年）145 頁以下〔以下，『判例』と略記〕，照沼・前掲 274 頁
以下等）が，島田「再考」5 頁（同「判批」判例評論 641 号 32 頁〔以下，「判批」と略
記〕も）は「因果性遮断説は，狭い意味での惹起説，因果的共犯論を必ずしも前提とす
るものではなく，共犯の処罰根拠に関する異なる理解からも支持されてしかるべき，よ
り普遍的な学説である」とする。島田教授の指摘は，惹起説に関する精確な理解を前提
とした的確なものであるが，本稿では，個人責任の原理を前提にして，共犯者は（他の
共犯者を介してであれ）自己の行為と因果性の認められる事態についてのみ責任を負う
とする見解を因果的共犯論と呼ぶこととする（照沼・前掲 274 頁も参照）。
） 平成元年決定については，原田・前掲書 175 頁のほか，園田寿「判批」法教 111 号 80
頁，戸田信久「判批」研修 499 号 71 頁，野村稔「判批」法教 113 号別冊付録「判例セレ
クトʼ89」33 頁，前田雅英「判批」判例評論 373 号 64 頁（以下，「判批」と略記），吉
田・前掲 39 頁等。
） 福岡高判平成 7・1・18 判時 1551 号 138 頁，東京地判平成 12・7・4 判時 1769 号 158
頁，名古屋地判平成 14・4・16 判時 1831 号 160 頁，仙台高判平成 16・12・21 高刑速
（平成 16）261 頁，神戸地判平成 18・7・21 判タ 1235 号 340 頁等。また，任介・前掲書
178 頁以下も参照。
「因果性」の内容や，因果性の「遮断」の有無の判断方法については，必ずし
も明確な説明はなされていない。また，多くの判例においては「共同正犯関係
からの離脱」が問題になっているが，共同正犯の場合，自己の行為と他の共犯
者の実行行為及びその結果との間の因果性は，その成立の必要条件（共同正犯
の共犯性を基礎づけるもの）ではあるが，十分条件ではなく，それに加えて「正
犯性」が認められなければならないのであるから，離脱行為による因果性の遮
断とは別に，正犯性への影響も検討しなくてはならないはずである。以下では，
共犯関係からの離脱に関する学説・判例の展開過程及び現在の議論状況を確認
した上で，共犯関係からの離脱の要件を明らかにすることとしたい。
 共犯関係からの離脱に関する学説・判例の展開過程
⑴ 戦前から昭和 50 年代中頃までの多くの学説は，共犯関係からの離脱に
相当する問題を共犯関係における中止犯の成否として論じていた10)。当時の
主たる論争点は，①共犯者の一部の者に中止未遂が認められた場合の他の共犯
者への影響と，②共犯関係における中止犯の成立要件（特に，共犯者の一部の
者が，結果発生を阻止するために真剣に努力したが，残余共犯者によって結果が実
現されてしまった場合に中止未遂の成立を認めることができるかという問題）であ
り11)，①については，中止犯の法的性格（減免根拠）と関連付けながら，中止
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） 平成 21 年決定については，任介・前掲書 165 頁のほか，今井（康）・前掲 139 頁，金
子博「判批」立命館法学 332 号 271 頁，葛原力三『重判解平成 21 年度』179 頁，島田
「判批」30 頁，豊田兼彦「判批」刑ジャ 27 号 81 頁，中川深雪「判批」警察学論集 62 巻
11 号 183 頁，野呂裕子「判批」研修 734 号 141 頁，林『判例』143 頁，日髙義博「判批」
専修ロージャーナル 6 号 247 頁，宮崎香織「判批」研修 735 号 23 頁，山本高子「判批」
法学新報 117 巻 3 = 4 号 343 頁等。
10） 例えば，泉二新熊『改訂刑法大要（第 5 版）』（1916 年）205 頁，大場茂馬『刑法総論
下巻』（1917 年）824 頁以下，岡田庄作『刑法原論（総論）増訂改版』（1917 年）339 頁
以下，宮本英脩『刑法學粹』（1931 年）403 頁以下，佐瀬昌三『刑法大意（第 1分冊）』
（1937 年）213 頁，江家義男『刑法講義総則編』（1940 年）387 頁以下，中義勝『刑法総
論』（1971 年）255 頁，木村亀二（阿部純二増補）『刑法総論（増補版）』（1978 年）410
頁等。なお，藤木英雄『刑法講義総論』（1975 年）291 頁（ただし，着手前の離脱につい
ては別個に論じている）。
未遂の効果は一身専属的であるとする見解が，②については，中止犯は未遂犯
の一種であることから，ある共犯者に中止犯の成立を認めるためには，他の共
犯者（狭義の共犯の場合，正犯者）の実行行為を阻止するか，又は，結果の発生
を阻止することが必要であるとする見解が通説的地位を占めていたが，共犯関
係からの離脱に関する現在の問題関心に応えうる議論はほとんど行われていな
かった。
⑵ もっとも，昭和 30 年代以降，上記②と関連して，共犯関係における中
止犯の成否として論じられている問題の中には，それとは区別されるべき「離
脱者の離脱以前の行為と残余共犯者の行為との間の因果関係の有無」という問
題が含まれていることを示唆する見解が現れるようになる。香川博士はい
う12)。
共犯者に中止犯の成立を認めるためには，他の共犯者の実行行為を阻止す
るか，又は，結果の発生を阻止することが必要であるとする通説に対しては
異説も主張されている。論者は，殺意を有するＢに凶器を提供したＡがその
後翻意して凶器を取り戻したが，Ｂは別の凶器で犯罪を実行したという場
合13)や，ＡとＢがＡの爆発物で橋梁を破壊しようと共謀したが，翻意した
Ａが当該爆発物を持ち帰ったので，Ｂは他の方法で破壊したという場合14)
について，中止犯の成立を認めるべきであると主張しているのである。しか
し，異説が挙げる事例は「当初の共同現象とは別個の，……因果関係をかい
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11） 当時の学説状況については，香川達夫『中止未遂の法的性格』（1963 年）177 頁以下
（以下，『中止未遂』と略記），大塚『論集』35 頁以下等を参照。
12） 香川『中止未遂』185 頁以下。なお，同書における香川博士の基本的な主張は，香川
達夫『共犯処罰の根拠』（1988 年）163 頁以下（以下，『根拠』と略記），同『刑法講義
（総論）（第 3版）』（1995 年）416 頁以下においても維持されている。
13） この例は，大判昭和 9・2・10 刑集 13 巻 127 頁に関する滝川博士の評釈（滝川幸辰
『刑事法判決批評第 1 巻』（1937 年）143 頁以下）から引用されている。なお，同様の発
想は，すでに大場・前掲書 826 頁以下や岡田・前掲書 340 頁にも見出される。平井彦三
郎『刑法論綱総論』（1930 年）589 頁以下も参照。
た他の行為が展開されている」ものであり，「その後の正犯の行為が既遂で
あると未遂であると，それは当初の共同現象それ自身にとってなんら関連の
ある事象ではない。その意味では，通説の予想する範囲外の事由が反論の基
礎になっている」。通説もこのような場合には中止未遂の成立を認める。通
説が念頭に置いているのは，残余共犯者の行為が「同一の共同現象のわく
内」に止まっている事案なのである。
香川博士のいう「当初の共同現象とは別個の，……因果関係をかいた他の行
為が展開されている」場合が，現在，共犯関係からの離脱が認められると解さ
れている場合のつであることは明らかであろう。博士は，このような場合は，
共犯関係における中止犯の成否という問題領域から排除すべきであるという消
極的な形で，共犯関係における中止犯の成否の問題と共犯関係からの離脱の問
題が区別されるべきことを示唆しているのである。もっとも，香川博士の関心
は，共犯関係における中止犯の成立要件の解明にあり，後者の問題については，
因果関係を欠く事項について行為者が責任を負わないのは当然であるから，そ
れを独立に論じる必要はない15)とするに止まり，「当初の共同現象とは別個の，
……因果関係をかいた他の行為」という場合の「当初の共同現象」や「因果関
係」の内容について詳細な検討が加えられることはなかった。
⑶ これに対して，上記②の論点に関して，共犯関係における中止犯の成否
とは別に，共同正犯関係からの離脱という問題を考える必要があることを明確
に主張したのが，大塚博士である。博士はいう16)。
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14） この例は，香川博士自身が以前の論稿で挙げていたものである（大塚仁ほか『総合判
例研究叢書刑法⑶』（1956 年）116 頁〔香川達夫〕）が，香川『中止未遂』187 頁注⑽で
は「対象の範囲を異にする事実を充分考慮していなかった点で適切な批判であったとも
いえない」と自ら批判している。
15） 共犯関係からの離脱を独立の問題として論じる必要がないことは，香川『根拠』163
頁以下において，強い表現で繰り返し主張されている。
通説は，共犯者に中止犯の成立を認めるためには，他の共犯者の実行行為
を阻止するか，又は，結果の発生を阻止することが必要であると解している
が，共同正犯者中の一部の者が，任意かつ真剣に中止行為を行ったのに，他
の共同者によって共同正犯が既遂に達してしまった場合，「その中止行為者
を，他の共同者と同様に共同正犯の既遂について『皆正犯ト』して処遇する
のは，いささか酷に過ぎる」。そこで，そのような真剣な中止行為者は，中
止行為によって当該共同正犯関係から離脱したものとして取り扱い，中止行
為までの共同実行については他の共同者との共同責任を負担させるが，中止
行為後の他の者の実行行為や，それによって生じた結果に関しては刑事責任
を負わせず，共同正犯の障害未遂に準じた責任を問うべきである。
また，このような中止犯が不成功に終った場合のほかにも，共同正犯者中
の一部の者が，共同実行の意思と共同実行の事実を放棄したときには，他の
共同者の犯行を阻止するように努めていなくても，共同正犯関係からの離脱
を認めてよい。ただし，共同実行の事実の放棄を認めるためには，離脱者が
共同実行の意思を放棄し，自己の分担している実行行為をやめただけでは不
十分で，それまでの自己の行為が有していた「他の共同者のその後の実行を
容易にしうるような影響力」を断ち切ることが必要である。もっとも，離脱
者のそれまでの行為が他の共同者のその後の犯行を有利にするような格別の
影響を含んでいない段階では，共同実行の意思を放棄し，自己の実行行為を
やめて立ち去るだけでも，共同正犯関係からの離脱を認める余地はある。
大塚博士の主張の狙いは，中止犯の成立が認められない場合でも，一定の要
件を満たした者については，共同正犯関係から離脱したものとして，残余共犯
者の行為について責任を負わないとすることで，上記②に関する通説の結論の
不当性を解消することにあり17)，共同正犯関係からの離脱の問題を共犯関係
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16） 大塚『論集』31 頁以下（なお，同書では共同正犯のみが対象とされているが，大塚
『概説』350 頁では，教唆犯や幇助犯についても同様の主張が展開されている）。同様の
見解として，野村稔『刑法総論（補訂版）』（1998 年）436 頁。
における中止犯の成否の一局面として捉えているという限界はある。しかし，
通説の結論上の不当性が残余共犯者の行為を離脱者に帰責することを否定する
ことによって解消されることを指摘したことは，共同正犯関係からの離脱とい
うそれ自体として論じるに値する問題が存在することを示したものとして重要
な意義を有する。そして，離脱が認められるべき場合として，①中止犯が不成
功に終った場合と②共同実行の意思と共同実行の事実が放棄された場合を挙げ
たこと，②の離脱の可否は，離脱以前の行為が有する残余共犯者の行為への影
響力の解消の有無により判断される18)として因果性の観点を重視しているこ
とに照らすと，博士の主張は現在の共犯関係からの離脱論の源流のつと位置
付けることができると思われる。
もっとも，大塚博士が，離脱が認められる場合について障害未遂に「準じ
て」扱うべきであるとした点は不徹底である。共同正犯関係からの離脱が認め
られる根拠が，離脱以前の行為が有する残余共犯者の行為に対する影響力の遮
断であるならば，後者を離脱者に帰責することはできず，離脱者には障害未遂
が「成立する」と考えられ（したがって，中止未遂の余地も認められ）るからで
ある。大塚博士は，共犯関係からの離脱に関して，因果性の遮断という観点が
重要であることは指摘したものの，その観点を徹底するには至らなかったので
ある。
⑷ 上記のような大塚博士の見解の不十分な点を克服し，因果性という観点
からの徹底した考察により，因果性遮断説の基礎となる見解を主張したのが平
野博士である。平野博士はいう19)。
「共犯者が途中で離脱した場合は中止と区別しなければならない。離脱に
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17） 大塚仁『刑法の焦点 Part2・共犯（有斐閣リブレ No.5）』（1985 年）（以下，『焦点』と
略記）73 頁も参照。
18） 中止犯が不成功に終った場合の離脱の可否についても，離脱によって「それまでに離
脱者が行ったところとその後の他の共同者の共同実行との間に因果関係が認められない」
ことになるか否かが重視されている（大塚『焦点』75 頁以下）。
は実行着手前の離脱と着手後の離脱がある。」正犯Ｂが実行に着手する前，
教唆者Ａが犯罪をやめるよう説得したが，Ｂは承知せずに実行した場合，
「Ａはその教唆から生じる結果を防止できなかったのだとすると，中止犯の
適用はない。しかし，Ａの教唆の効果は消滅したが，それにもかかわらず，
Ｂはあらためて自己の意思でその犯罪を行なうことを決意した」のであれば，
「Ａの教唆とＢの実行との間に因果関係はないから，Ａは教唆として罪責を
問われることはない。」「ＡがＢを教唆し，Ｂが実行に着手した後，あるいは
共同正犯Ａ，Ｂがともに実行に着手した後，Ａが離脱した場合も同じである。
単なる離脱であれば，Ａは，Ｂのその後の行為についても責任を負うが，Ａ
の説得によってＢが一度中止した後，あらためてＢの意思によって行為を続
けたときは，Ａは，すでに行なった行為については中止犯であり，後に行な
われた行為については責任を負わない。これらの場合，Ａの行為は，Ｂの実
行行為に対して因果関係がないから責任を負わないのである。」
ここでは，①共犯関係における中止犯の成否の問題と共犯関係からの離脱の
問題が区別されるべきこと，②離脱には，着手前の離脱と着手後の離脱が存在
すること，③離脱者の離脱前の行為と残余共犯者の行為との間に因果関係が認
められない場合，離脱者は後者について責任を負わないことが簡潔・明瞭に示
されており，因果性遮断説の原型と評価しうる主張が展開されている。そして，
この後の学説は，共犯関係からの離脱を共犯関係における中止犯の成否の問題
とは区別された独立の問題として取り上げるようになっていくのである。
⑸ 学説が，因果性という観点を基礎にして，共犯関係における中止犯の成
否の問題と共犯関係からの離脱の問題の区別化に進みつつあった昭和 30 年代
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19） 平野龍一『刑法総論Ⅱ』（1975 年）384 頁以下。すでに，木村亀二『全訂新刑法読本』
（1967 年）282 頁も，「共同者の一人が自己の分担した行為を任意に中止したが，他の方
法で他の共同者が犯罪を完成させたときは，中止者の行為は結果に対し因果関係がない
から中止未遂をもって論ずべきである」としていたが，共犯関係における中止犯の成否
の問題と共犯関係からの離脱の問題を区別すべきことまでは主張していなかった。
から昭和 50 年代にかけて，判例もこのような区別化を促す展開を示していた。
そのつは，着手前の離脱に関する裁判例の蓄積である。戦前から共謀共同正
犯という概念を認めてきた実務では，戦後の早い時期から共同正犯に関する
「着手前の離脱」についての裁判例が積み重ねられていたが20)，この場合，実
行の着手以前に離脱した離脱者について，実行の着手を前提とする中止犯の成
否を問題にすることはできないため，「共謀関係からの離脱」という問題を独
立に論じる必要があることが実務家によって指摘され21)，それが大塚博士に
よる共同正犯関係からの離脱論の展開の契機となったのである22)。もっとも，
当時の学説の多くは，共謀共同正犯否定説を支持しており，着手前の離脱の場
合，共同正犯としての罪責を負わないことは当然であると考えられたため，着
手前の離脱に関する判例の学説への影響は限定的であった。
より重要であるのは，「着手後の離脱」に関する判例の変化である。この点
に関する戦前の判例は，共犯関係における中止犯の成否の問題と離脱者に対す
る残余共犯者の行為の帰責の可否の問題（共犯関係からの離脱の問題）を混同し
た処理を行っており23)，戦後，最判昭和 24・12・17 刑集 3 巻 12 号 2028 頁
（以下，昭和 24 年判決とする）も，ＸとＹがＶ宅への侵入強盗を共謀し，Ｖ宅に
侵入して強盗罪の実行に着手したところ，Ｖの妻が金銭を差し出したが，Ｘは
その金銭を受け取らず，Ｙに「帰ろう」と言い，外に出たが，Ｙはその金銭を
受け取ったという事案につき，「（Ｙが）金員を強取することを阻止せず放任し
た以上，……，（Ｘ）のみを中止犯として論ずることはできないのであって，
（Ｘ）としても（Ｙ）によって遂行せられた本件強盗既遂の罪責を免れること
を得ない」として，つの問題を混同した処理を行った24)。しかし，着手後
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20） 拙稿・前掲 14 頁参照。前掲注），注）も参照。
21） 鈴木・前掲書 127 頁以下。
22） 大塚博士は『焦点』72 頁において，「共謀共同正犯を認める判例の立場において，共
謀関係からの離脱ということが問題とされていますが，私は，これに示唆を受けてこの
問題（引用者注：共同正犯関係からの離脱）を考えてみているわけです」と明言してい
る。また，大塚『論集』33 頁注）では，前掲注）に挙げた鈴木検事の論稿が引用さ
れている。
の離脱に関するその後の裁判例においては，離脱者に関する中止犯の成否は問
題とされず，共犯関係からの離脱の可否そのものが中心的な争点とされている
こと25)，昭和 24 年判決は，すでに東京高判昭和 30・12・21 高刑裁特 2 巻 24
号 1292 頁において，犯行継続の意思を放棄した共犯者であっても，残余共犯
者のその後の犯行を阻止しなければ，その点についての刑責を免れることはで
きないことを示した判例として引用されていること26)に照らすと，着手後の
離脱に関して，判例は，戦後の早い段階から共犯関係における中止犯の成否の
問題と共犯関係からの離脱の問題を区別するようになっていたといえ，学説が
両者を区別して論じる契機が現出していたのである。
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23） 例えば，大判昭和 10・6・20 刑集 14 巻 722 頁は，「共同犯意に基く実行行為を阻止せ
ざる限り被告人のみに付中止犯として論ずることを得ざるを以て其の共犯者の行為に依
りて遂行せられたる犯罪の責任を免るるを得ず」とした（片仮名は平仮名に，漢字は現
代の表記に改めた）。大判大正 12・7・2 刑集 2 巻 610 頁，大判昭和 9・2・10 刑集 13 巻
127 頁も参照。
なお，当時の判例は共犯関係からの離脱の問題を中止犯の問題と捉えていたといわれ
ることが多い（萩原・前掲 211 頁，照沼・前掲 273 頁等）。確かに，そのような分析に整
合的な判例もあるが（大判昭和 12・12・24 刑集 16 巻 1728 頁），前掲大判昭和 10・6・
20や昭和 24 年判決のように，中止犯の成否と離脱者に対する残余共犯者の行為の帰責
の可否の双方に言及しているものが多数であり，つの問題を「混同」していたという
のが正確である（しかも，つの問題を混同した弁護人の主張に応えているという面が
強い）。
24） なお，昭和 24 年判決の引用部分が「中止犯と認められないので，残余共犯者の強盗行
為について責任を免れることはできない」との趣旨であれば問題である。中止犯の成否
は，離脱者が残余共犯者の行為について責任を負わない場合（未遂に止まる場合）に問
題になるのであるから，離脱の可否は，中止犯の成否の先決問題と考えられるからであ
る。
25） 拙稿・前掲 13 頁以下参照。ただし，そこで指摘したように，着手後の離脱に関する裁
判例の多くが，継続犯や複数の行為が包括一罪になりうる場合に関するものであること
には注意する必要がある。大越義久『共犯論再考』（1989 年）142 頁も参照。
26） 大越・前掲書 141 頁は，昭和 24 年判決を参照していることを理由に，この東京高裁判
決を着手前の離脱を中止犯の成否の問題として論じた判例と評している。しかし，同判
決は純粋な着手前の離脱の事案に関するものではないこと（問題となる行為と包括一罪
となる先行の放火行為は既に実行されていた），昭和 24 年判決は本文に述べたような形
で参照されていることに照らすと疑問である。原田・前掲書 192 頁も参照。
⑹ このような学説・判例の状況を踏まえ，ドイツにおける議論を参照しな
がら，共犯の処罰根拠に関する因果的共犯論の立場から，共犯関係からの離脱
に関する理論的に精緻な議論を展開したのが西田教授である。西田教授は，昭
和 58 年（1983 年）に公刊された論文27)の中で，大要以下のように述べた。
着手前の離脱に関して，その「要件を考える場合には，共犯の処罰根拠と
いう視座が手掛りとなる。なぜなら，離脱の要件とは結局着手前の離脱者が，
他の共犯者により継続遂行された犯罪についての処罰を免れるための要件に
他ならないからである。」「因果共犯論を前提とすれば，共犯といえども自己
の行為と因果関係を有する限りの結果，正犯行為についてのみ罪責を負うべ
きものであり，この『因果の紐帯（Band der Kausalitat）』が切れる場合には
責任を負わないということになる。すなわち，共犯からの離脱の問題も基本
的には，当該中止行為によって，それ以前の離脱者の加功とそれ以後の残余
の共犯者による行為および結果との因果関係が切断されたか否かという基準
によって解決さるべきことになる｣28)。
また，着手後の離脱についても，「因果的共犯論によれば，共犯は彼の加
功が他者を媒介として犯罪の未遂または既遂と因果性をもつがゆえに処罰さ
れる。だとすれば，共犯者の加功が未遂とは因果的であるが既遂とは因果的
でない場合を認めうるといってよい。すなわち，中止者が着手後にそれまで
の彼の加功が結果に対して有しうる因果的影響力を消滅させた場合には，た
とえ他の共犯は既遂に達したとしても，彼の罪責は未遂にとどまり，しかも，
任意性の要件を備える場合には中止犯の成立を認めうる｣29)。
西田教授の見解は，①中止犯は未遂犯の一形態であるから実行の着手後にし
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27） 西田典之「共犯の中止について」法協 100 巻 2 号 1 頁以下（同『共犯理論』240 頁以
下に再録）。
28） 西田『共犯理論』243 頁以下。
29） 西田『共犯理論』258 頁以下。
か問題となりえないが，共犯関係からの離脱は，実行の着手以前でも問題にな
りうること30)，②任意性等の中止犯の要件を満たさない場合でも，共犯関係
からの離脱は問題になりうる31)こと，③共犯関係からの離脱の問題は，離脱
意思を有する者についての共犯としての処罰の可否に関する問題であることを
明らかにした点で，それ以前の学説・判例の状況とその課題を整理し，あるべ
き議論の方向性を示したものといえる32)。また，比較法的知見を踏まえた主
張の内容は説得的で，特に，上記①から③はその後の学説の多くによって支持
されることとなった。
⑺ そして，共犯関係からの離脱に関する因果性遮断説の浸透を決定的なも
のとしたのが平成元年決定とそれに関する原田調査官の解説である33)。平成
元年決定は，ＸがＹと共謀の上Ｙ方においてＶに対し暴行を加えた（第暴
行）後，「おれ帰る」と言ってＹ方を去ったが，その後ほどなくして，Ｖの言
動に激昂したＹがＶに暴行を加えた（第暴行）ところＶが死亡したが，Ｖの
死の結果が第暴行によって生じたのか，第暴行によって生じたのかは確認
されなかったという事案につき，「Ｘが帰った時点では，Ｙにおいてなお制裁
を加えるおそれが消滅していなかったのに，Ｘにおいて格別これを防止する措
置を講ずることなく，成り行きに任せて現場を去ったに過ぎないのであるから，
Ｙとの間の当初の共犯関係が右の時点で解消したということはできず，その後
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30） 西田『共犯理論』240 頁。
31） 西田『共犯理論』244 頁。
32） もっとも，「（着手後の離脱の問題は）四三条但書の共犯関係への適用の問題に還元さ
れる」との指摘が示しているように（西田『共犯理論』241 頁。このような理解は西田
『総論』370 頁でも維持されている），西田教授の着手後の離脱に関する記述には，共犯
関係からの離脱の問題と共犯関係における中止犯の成否の問題が明瞭に区別されている
とは言い難い面がある（中山研一『刑法総論』（1982 年）505 頁以下，園田・前掲 80 頁
以下についても同様のことがいえる）。そこには，つの問題が別個の問題として分離し
ていく過渡的な性格が表れており，学説史的に興味深い。
33） 原田・前掲書 175 頁以下。なお，平成元年決定に関する評釈の多くは，⑹で概観した
西田教授の論稿を肯定的に引用しており，この意味でも，同決定は因果性遮断説の浸透
に大きく寄与したといえる。
のＹの暴行も右の共謀に基づくものと認めるのが相当である」としたが，これ
につき，原田調査官は，同決定が共犯関係の解消の有無を判断するに際し，①
Ｘが格別の防止措置を取らなかったことを理由に挙げていること，②それに対
応して事実経過の中で取るべきであった具体的措置の内容を取り上げているこ
と，③合意等の解消があったかどうかということは判断していないこと等を総
合考慮すると「因果関係の切断の有無を実質的な判断基準として採用している
ように窺われる。少なくとも，この意味で本決定は因果共犯論をベースにして
いるといえるであろう」と評したのである34)。原田調査官の解説は，学説・
判例を詳細に分析・検討したもので，その後の学説の判例分析35)や実務36)に
大きな影響を与えることとなった。
現在の学説においては，①共犯関係からの離脱とは，共犯関係における中止
犯の成否の問題に先行する，共犯の処罰根拠論を踏まえた共犯処罰の限界の問
題であること，②共犯関係からの離脱の可否は，共犯の処罰根拠に関する因果
的共犯論を基礎とした因果性遮断説の立場によって，離脱者の離脱以前の行為
（加功）と残余共犯者の行為との間の因果性の有無によって判断されるべきで
あるとの認識がほぼ共有されているといってよい37)。しかし，問題は，ここ
での因果性という概念の内容やその有無の判断方法である。項目を改めて，こ
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34） 原田・前掲書 182 頁。また，前掲福岡高判平成 7・1・18 も，平成元年決定を共犯関係
からの離脱につき因果性の遮断を要求したものと理解している。
35） 原田調査官解説が公表されて間もない相内信「共犯からの離脱，共犯と中止犯」阿部
純二ほか編『刑法基本講座（第 4 巻）』（1992 年）247 頁以下をはじめ，共犯関係からの
離脱に関するその後の多くの文献が，この問題に関する判例の立場を検討する際に，同
解説を引用している。
36） 例えば，前掲東京地判平成 7・10・13，東京地判平成 8・3・6 判時 1576 号 149 頁，前
掲東京地判平成 12・7・4，名古屋高判平成 14・8・29 判時 1831 号 158 頁を収録した判
例時報における各裁判例に関する匿名解説を参照。
37） 井田・前掲書 504 頁，今井猛嘉「共犯関係からの離脱」西田典之ほか編『刑法の争点』
（2007 年）118 頁，大越・前掲書 149 頁以下，内藤謙『刑法講義総論（下）Ⅱ』（2002
年）1426 頁，中山研一ほか『レヴィジオン刑法Ⅰ共犯論』（1997 年）172 頁（浅田和茂），
林『判例』143 頁以下等。任介・前掲書 178 頁以下も参照。もっとも，平成 21 年決定の
登場により，最近，議論に動きがある（後述参照）。
の点を検討することにしよう。
 因果性遮断説における因果性の意義・内容
⑴ で確認したように，近年は，共犯関係からの離脱の可否は因果性の遮
断の有無により判断すべきであるとの理解（因果性遮断説）が有力化している
が，そこでの因果性の内容をどのように理解すべきかは問題である。一般に，
因果性遮断説の基礎にある因果的共犯論における因果性には物理的因果性と心
理的因果性の双方が含まれると解されているので，因果性遮断説における因果
性もこの双方を意味すると考えるのが素直であり，実際，多数説もそのように
解しているが38)，裁判例には物理的因果性を重視していないものが少なくな
い。離脱が認められた裁判例の事案の中には，離脱者の離脱以前の加功と残余
共犯者の行為の間に物理的因果性が認められるものが存在するし39)，そもそ
も，物理的因果性の遮断について十分な検討を行っているとはいえない裁判例
も多数存在するのである40)。
⑵ この点，学説には，因果的共犯論における因果性を心理的因果性に限定
し，共犯関係からの離脱の可否も，専ら心理的因果性の遮断の有無という観点
から判断すべきであるとする見解がある。町野教授は，広義の共犯について，
共犯行為と結果との間に条件関係は必要でなく，心理的因果性が認められれば
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38） 近年の基本書では，伊東研祐『刑法講義総論』（2010 年）386 頁，西田『総論』368 頁
以下，堀内捷三『刑法総論（第 2 版）』（2004 年）304 頁以下，前田雅英『刑法総論講義
（第 5 版）』（2011 年）543 頁，松原芳博『刑法総論』（2013 年）393 頁（375 頁も参照），
山口厚『刑法総論（第 2 版）』（2007 年）352 頁，山中敬一『刑法総論（第 2 版）』（2008
年）960 頁（以下，『総論』と略記）等。
39） 前掲福岡高判昭和 28・1・12，東京地判昭和 31・6・30，東京地判昭和 52・9・12 判時
919 号 126 頁，前掲名古屋高判平成 14・8・29 等。今井（康）・前掲 149 頁も参照。
40） 特に，着手前の離脱に関する裁判例は，物理的因果性を重視していない（原田・前掲
書 187 頁も参照）。これに対し，着手後の離脱に関する近年の複数の裁判例は，物理的因
果性に言及している（前掲名古屋地判平成 14・4・16，仙台高判平成 16・12・21，神戸
地判平成 18・7・21）。
足りるとされる根拠（単独正犯と比べ，帰責の前提としての因果関係の内容を拡張
することが許される根拠）はどこにあるのかとの疑問を提起し，以下のように
述べる41)。
「行為者がある行為を遂行するに当たって，他の行為者がそれを認識し支
持を与えていることを認識することによって，彼は勇気づけられ，行為に出
ることが促進され，結果の発生も促進させられる」。「行為者同士の意思の疎
通が心理的因果性を生む」というのはこの趣旨であり，共犯において心理的
因果性を帰責の根拠とできる理由はここにある。「共犯の場合は，心理を通
じることによる促進効果で足りるのである。」「行為者が行為に出ることに関
して，彼と他の者との間に意思の疎通があれば，その行為から発生した結果
に関しても他の者は責任を負うというのが，共犯である。逆にいうと，この
ような意思疎通，心理的因果関係が認められるときに共犯関係が肯定される
のである。」このような理解を前提にした場合，ＸとＹの間に行為の共同遂
行に関する意思の合致があったが，その後Ｙがその意思を放棄し，Ｘもその
ことを了解したが，Ｘが単独で当該行為に出たという場合，ＸはＹが当該行
為に出ることを支持していないことを認識していたのだから，Ｙは当該行為
によって発生した結果に対して心理的因果関係を持たないので責任を負わな
い42)。
しかし，この見解は少なくとも幇助犯については失当であると思われる43)。
幇助犯とは，正犯の実行行為を促進する行為について，促進効果を有すること
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41） 町野朔「惹起説の整備・点検」『内藤謙先生古稀祝賀』（1994 年）130 頁以下。共犯関
係からの離脱については，同 138 頁。
42） なお，林幹人『刑法総論（第 2 版）』（2008 年）385 頁以下，同『判例』147 頁以下も
心理的因果性の遮断を重視する（ただし，物理的因果性の重要性を完全に否定している
わけではない）。前田「判批」67 頁，今井（康）・前掲 148 頁も参照。
43） 町野教授の見解に対する批判として，今井（猛）・前掲 118 頁，西田『共犯理論』288
頁，山口・前掲書 305 頁等。松原・前掲書 393 頁も参照。
を根拠に，しかし，そのような効果しか有さないがゆえに「正犯の刑を減軽」
した範囲で刑事責任を問うべきであるとの趣旨で設けられた刑罰拡張事由とし
ての意義を有する関与類型であり，単独正犯と比べて帰責の範囲（及びその前
提としての因果関係の内容）を拡張して解釈すべきことは，その概念及び規定の
趣旨からの帰結といえるからである。したがって，幇助犯の処罰を基礎づける
因果性を心理的因果性に限定し，物理的因果性を排除する理由はないと解され
る。判例も，心理的因果性の認められない片面的幇助という概念を肯定してい
るのであるから44)，共犯の処罰根拠である因果性一般について，心理的因果
性に限定する立場を採用しているとは考えられない。では，離脱の可否に関し
て，物理的因果性の遮断を重視しない判例は，因果性遮断説の立場からは不徹
底なものと評価されるべきなのであろうか。
⑶ ここで注意すべきであるのは，大多数の判例において問題になっている
のは共同正犯関係からの離脱であるということである。確かに，共同正犯は広
義の共犯の一種であるので，離脱者の離脱前の関与行為と残余共犯者の行為の
間の因果性が遮断されれば，共犯としての処罰根拠が欠けることになり，共犯
関係からの離脱が認められ，離脱者に対して離脱後の残余共犯者の行為が共犯
として帰責されることはなくなる。しかし，因果性が完全には遮断されなくと
も，離脱行為によって，離脱者と残余共犯者の間に存在していた共同正犯関係
が解消されれば（共同正犯性が否定されれば），離脱者に対して残余共犯者の行
為を共同正犯として帰責することはできないはずである45)。つまり，共同正
犯関係からの離脱に関する因果性の遮断には，①共犯の処罰根拠としての因果
性が否定され，残余共犯者の行為が一切帰責されない場合と，②共同正犯性が
否定されるために，共同正犯としての帰責は否定される（が，狭義の共犯とし
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44） 大判大正 14・1・22 刑集 3巻 921 頁，東京地判昭和 63・7・27 判時 1300 号 153 頁等。
45） 共犯関係からの離脱は，残余共犯者によって惹起された結果の離脱者への帰属の可否
の問題であるとされるが（金子・前掲 293 頁注 43 等），共同正犯関係からの離脱の場合，
厳密には「結果の帰属」だけではなく，「共同正犯としての結果の帰属」も問題になると
いうべきである。
ての帰責は可能な）場合が存在するのである。②は共同正犯としての実体が解
消された場合であり，その判断は因果的共犯論を基礎とした因果性の遮断とい
う観点からではなく，共同正犯の本質という観点から検討される必要がある。
判例は，共同正犯の本質を（部分的）犯罪共同説的な立場あるいは共同意思主
体説的な立場から理解していると考えられるが，それによれば，共同正犯性を
認めるためには，ある者の行為と他の者の行為との間に因果性が認められるだ
けでは不十分で，共犯者間に共謀関係（意思連絡による相互利用・補充関係）が
存在していなくてはならない。したがって，離脱行為によって当初の共謀関係
が解消され，残余共犯者の行為が新たな共謀に基づく行為と解される場合，離
脱前の加功と残余共犯者の行為との因果性は遮断されていなくても，共同正犯
関係からは離脱したと評価され，残余共犯者の行為は離脱者に対して共同正犯
としては帰責されないことになる46)。共同正犯関係からの離脱が問題になっ
た裁判例の多くは，「共謀関係の解消」・「共謀関係の消滅」・「共謀からの離脱」
という言葉を用いているが，これらは単なる因果性ではなく，共同正犯として
の実体の解消の有無が問題になっていることを端的に表現している47)のであ
り，多くの裁判例が物理的因果性の遮断を重視していないことも，因果性遮断
説を前提にすることと矛盾するわけではないと考えられる。このことは，判事
や元判事の叙述からもうかがわれる。中野元判事はいう48)。
共同正犯からの離脱を認めるためには「なんらかの方法で合意を解消する
こと」が必要であり49)，離脱が認められれば，それ以降の残余共犯者の行
為に関して「共同正犯としての刑責を負わない」。しかし，それ以前の寄与
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46） 金子・前掲 288 頁は「特定の犯罪の意思疎通を根拠とした共同性理論からみれば，共
同正犯関係からの離脱の問題をその意思疎通の解消に求めるのは一貫している」とする。
47） すでに，平成元年決定に関する評釈において戸田検事は「着手があった以後の段階に
おいて共犯関係からの離脱を認めることについては，……共同正犯の実質を解消させる
ことが必要」と述べていた（前掲 79 頁）。伊東・前掲書 387 頁，葛原・前掲 180 頁，金
子・前掲 276 頁，280 頁も参照。
48） 中野次雄『刑法総論概要（第 3版補訂版）』（1992 年）149 頁以下。
の効果が残存している場合には，「教唆者または幇助者としての刑責だけは
残るから（狭義の共犯関係からの離脱を認めるためには）その効果を消去しな
ければならない」。（括弧内は引用者による補足）
また，長岡判事はいう50)。
共犯の処罰根拠については因果的共犯論が妥当であるが，因果的共犯論に
よれば，共犯者は自己の行為と因果性を欠く法益侵害について責任を負わな
いことになるので，「共犯からの離脱も，離脱者が自らがした犯罪実現への
影響を除去し因果関係を切断したとみなし得るか否かで，その成否を判断す
る考え方が相当」である。そして，「（共謀共同正犯の構造を）共謀者間に熟
成した相互利用ないし相互補充の関係とみると，一般的には離脱意思の表明
とその了承を要件とするにしても，その後における元の共謀者による犯罪実
行は，右の関係が断たれており，新たな犯意ないしは別個の共謀に基づくも
のと解される場合でなければならない」。（下線は引用者）
両者が因果的共犯論的な発想を基本としつつ，共同正犯の本質を（も）踏ま
えて共犯関係からの離脱の問題を検討していることは明らかであろう。そして，
前者は，共同正犯関係からの離脱につき，共同正犯としての帰責を免れたとし
ても，狭義の共犯としての帰責の可能性は残ると述べることにより，両者の区
別の必要性を示唆している点で51)，後者は，着手前の離脱の要件とされてき
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49） なお，中野元判事は，合意解消の方法として「他の共同正犯者に対する一方的な離脱
の通告で足りる」とする（中野・前掲書 149 頁）。確かに，離脱の必要条件として，離脱
の意思の表示を挙げる裁判例は散見されるが（東京高判昭和 26・10・29 高刑判特 25 号
11 頁，広島地三次支判昭和 33・4・25審刑集 1 巻 4 号 648 頁，大阪高判昭和 58・7・
15 高検速報（昭 58）250 頁），離脱の意思表示だけで離脱を認めた裁判例はないようで
ある（今井（康）・前掲 141 頁）。
50） 佐藤文哉 =大塚仁編『新実例刑法（総論）』（2001 年）390 頁以下（長岡哲次）。なお，
引用部分は着手前の離脱に関するものであるが，着手後の離脱についても，理論的には
同様に考えるべきとされている（同 403 頁）。
た「離脱の意思表示とその了承」を共同正犯の本質である相互利用補充関係の
切断という意味での心理的因果性の遮断を意味するものと解している点で重要
である。このような実務家の主張をも併せ考えるとき，判例は，共同正犯関係
からの離脱については，因果性の遮断という観点だけでなく，共同正犯性の解
消という観点をも重視してその可否を判断しているといってよいと思われ
る52)。
⑷ 共同正犯性の解消という観点から，共同正犯関係からの離脱を検討する
見解は， 共犯関係における中止犯の成否という文脈においてではあったが
古くから一部の有力な学説によって主張されてきた。井上博士は，共同正
犯の本質は共同加功の意思にあるので，共同加功の意思（意思の連絡）が欠け
ると，それ以後は，各人の行為は全体の行為として評価できなくなるとして，
意思の連絡（=共同正犯の本質）の解消という観点を基準にすべきだとしていた
し53)，既述の香川博士や大塚博士の見解は，共同正犯の本質に関する一定の
理解を前提にして，当初の共同現象や共同正犯関係が維持されているか否かに
より，残余共犯者の行為の離脱者への帰属を検討すべきことを主張したものと
理解することが可能な部分を含んでいた。また，近年では，大谷教授が基本的
には因果性遮断説を支持しつつも，「離脱において重要なことは，離脱前の共
犯関係が離脱によって解消し，新たな共犯関係ないし犯意が成立したといえる
かどうかであり，その意味で物理的・心理的因果性を重視する立場は妥当でな
い」と主張している54)。もっとも，これらの見解は因果性の遮断という観点
を軽視しているか，因果性の遮断と共同正犯性の解消との関係を十分には説明
していないため，狭義の共犯関係からの離脱をも含む「共犯関係からの離脱一
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51） 原田・前掲書 187 頁，任介・前掲書 183 頁も参照。
52） 前掲東京地判昭和 52・9・12，名古屋高判平成 15・6・19 参照。大塚仁ほか編『大コ
ンメ刑法⑸（第 2 版）』（1999 年）416 頁以下（佐藤文哉），小林充『刑法（第 3 版）』
（2007 年）140 頁以下も参照。
53） 井上正治「共犯と中止犯」平野龍一ほか編『判例演習刑法総論（増補版）』（1974 年）
209 頁以下。
般」に関する説明としては不十分なものといわざるをえない。共犯の処罰根拠
論に関する因果的共犯論を基礎にした因果性遮断説は，共犯関係一般に妥当す
る離脱原理を提供した点でこれらの見解よりも優れており，創唱者の主張が有
していた上記の特長（上述 2⑷，⑹参照）と併せ考えるとき，同説が共犯関係
からの離脱に関する通説的地位を獲得するに至ったことには理由がある。判例
上，主として共同正犯関係からの離脱が問題になっていることに照らすと，今
後は，広義の共犯に共通する離脱の要件である因果性の遮断と並んで，共同正
犯関係からの離脱に固有の要件である共同正犯性の解消に関する検討を深めて
いくことが重要であるといえよう55)。
なお，近年，因果性遮断説の再検討を行った島田教授は，行為者の与えた影
響が，事実としては，なお残存していたが，離脱を認めるのが適切と考えられ
る事案が存在するにもかかわらず，因果性遮断説が有力化するにつれ，この点
が十分に検討されなくなったのではないかとの問題意識から，因果性遮断説の
起源であるドイツにおける共犯関係からの離脱に関する近年の議論を参照しつ
つ，大要以下のように述べた56)。
ドイツでは，①共犯者が寄与を撤回し，さらに場合によっては残余共犯者
の犯行の防止措置を講じたかという日本の因果性遮断説が重視している観点
と，②実行正犯が実現したのが新たな行為決意に基づく「別個の犯罪事実」
と評価される場合には，当初の行為のみに関与した者は，離脱行為の有無に
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54） 大谷・前掲書 470 頁。また，十河太朗「共謀の射程について」川端博ほか編『理論刑
法学の探究③』（2010 年）98 頁も，離脱の根拠は，当初の共謀がいったん解消し，それ
とは別の新たな共謀ないし犯意に基づいて実行行為が行われたところにあると説明する
方が適切であるとする。さらに，日髙・前掲 252 頁以下も，共同正犯の本質という観点
から離脱の可否を判断する必要性を述べている。山本・前掲 357 頁も参照。
55） なお，因果性遮断説も当初から共同正犯性の解消と因果性の遮断という 2 つの問題が
存在することを潜在的には認識していたと考えられる（島田「判批」33 頁以下参照）が，
両者を意識的に区別した議論を展開していなかった点で不十分であったといえよう（例
えば，原田・前掲書 186 頁以下の説明を参照せよ）。
56） 島田「再考」7頁以下。
かかわらず，新たな犯罪事実について罪責を負わないという観点（別個の犯
罪事実論）の 2 つが議論されている。自己の寄与が撤回されるなどして因果
性が否定されれば罪責を負わないという因果性遮断説の基本的発想は正当で
あるが，それに加えて，寄与の撤回の有無を問題にしない「別個の犯罪事実
論」の枠組みも採用する必要がある。別個の犯罪事実か否かの判断に際して
は，残余共犯者が行為を行うに際し，離脱以前の離脱者の関与行為にいかな
る意味付けを与えていたかを問うべきであり，具体的には，残余共犯者が離
脱者を排除して犯行を行った場合には，離脱以前の離脱者の関与行為と離脱
後の残余共犯者の行為との関連は切断され，物の提供などによる因果性が事
実としては認められたとしても，残余共犯者の行為及びそこから生じた結果
について，離脱者は責任を負わないと解すべきである。因果性の遮断は規範
的に判断されるべきであるというのは，このような場合を意味する。
島田教授の問題意識は的確であり，因果性遮断説を基礎にしつつ，妥当な結
論を導くためには「別個の犯罪事実」という観点を重視する必要があるとの主
張にも説得力があるが57)，別個の犯罪事実とされる場合に，残余共犯者の行
為について責任を負わないこととなる根拠が示されておらず，その結果として，
「離脱者の排除」が「別個の犯罪事実か否か」の判断基準となりうる根拠58)や
排除の有無の判断方法が明確に示されるには至っていない点で不十分であ
る59)ように思われる。また，「離脱者の排除」という観点は，共謀関係を本質
とする共同正犯関係からの離脱に関する共同正犯性の解消の判断基準としては
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57） 共犯関係からの離脱と共犯関係の解消を区別する実益についての塩見・前掲 95 頁も参
照。
58） なお，その後の島田「判批」33 頁では，豊田・前掲 86 頁に賛意を示しつつ，共犯関
係の解消を認めるための基準として，残余者側による「離脱者の排除」に加え，「離脱者
側の態度」も挙げられているが，ここでもそれらが基準となりうる理由は示されていな
い。
59） 塩見・前掲 95 頁は，「別個の犯罪」と認められる場合を示そうと試みているが，そこ
では共同正犯の事例が念頭に置かれているように見受けられ，後述の共同正犯性の解消
に関する問題として処理すれば足りるように思われる。
意味をもちうると思われるが，狭義の共犯関係からの離脱の判断にとっては必
ずしも重要でなく，そこでの別個の犯罪事実か否かは，「新たな決意に基づい
た行為か否か」によって判断すれば足りるのではないか60)との疑問がある（後
述⑵参照）。
⑸ 既述のように共同正犯関係からの離脱については，共同正犯性の解消と
共犯の処罰根拠としての因果性の遮断という 2つの問題を区別して考察する必
要があるが，近年，このことを明確に主張したのが山中教授である61)。山中
教授はいう62)。
共謀共同正犯の成否が問題となる共謀関係からの離脱の要件として，因果
関係の遮断が要求されることが多いが，「この基準は，共犯行為（共同正犯・
教唆・幇助）と正犯の実行行為との因果関係ないし客観的帰属を否定する原
理であり，共謀関係からの離脱のための十分条件であっても，必要条件では
ない」。「共謀関係からの離脱の必要条件としては，共謀関係を含めた（共
謀）共同正犯性の否定で十分である。」
共同正犯性の否定原理の基本は「共謀関係の完全な解消｣63)であり，その
要件は「共謀共同正犯をどのように根拠づけるかによって異なりうる」。ま
た，同原理により共同正犯性が否定されても，犯行に対する因果関係が否定
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60） 島田「再考」10 頁に挙げられたＡからＣの狭義の共犯の事例は，事実関係をより詳細
に特定すれば，Ｘが残余共犯者の行為との物理的・心理的因果性を遮断するために十分
な行為をなしたか否かという観点（後述の規範的因果性遮断説の立場）から，妥当な解
決を図ることができるように思われる。
61） なお，山中教授の論稿以前でも，例えば，井田教授は，共同正犯関係からの離脱につ
いて，①行為者間に一定の共同正犯関係が成立していることを前提に，②離脱者の加功
と残余共犯者の行為及びその結果との相当因果関係が否定される場合に認められるとし
ていた（井田・前掲書 504 頁以下）。①は共同正犯性に，②は共犯性に関する説明と理解
することができるように思われる。また，十河・前掲 97 頁以下も，共同正犯性と共犯性
の区別の必要性を示唆しているように見える。
62） 山中敬一「共謀関係からの離脱」『立石二六先生古稀祝賀論文集』（2010 年）539 頁以
下（以下，「離脱」と略記）。
されたわけではないので，狭義の共犯としての可罰性は残る。共同正犯性の
否定原理は，共謀ないし予備行為と正犯の実行との間の客観的帰属関係を否
定することによって（=因果的共犯論における処罰根拠を否定することによっ
て），「共謀に基づく犯行」であることを否定する「共謀の犯行に対する『因
果性否定原理（客観的帰属否定原理）』｣64)とは直接的な関係はない。因果性遮
断説は因果性否定原理を共犯関係からの離脱の一般的基準とするものである
が，「共謀関係からの離脱の要件として，因果関係の遮断を要求するのは，
過大な要求であり，不当である。」「共謀関係からの離脱には，共同正犯の否
定原理を用いることで十分であり，客観的帰属の否定は，教唆・幇助に格下
げされた共犯からの離脱の要件であると解すべきである」。
山中教授の見解は，共同正犯関係からの離脱の問題を考える場合，①共同正
犯性の否定と因果性の否定（遮断）を区別して検討すべきこと，②前者につい
ては，共同正犯の本質をどのように理解するかによってその要件が変わりうる
こと，③共同正犯性が否定されても，狭義の共犯としての処罰は問題になりう
ることを明示した点で高い評価に値する。もっとも，山中教授は因果性遮断説
に対する批判として上記の主張を展開しているが，共同正犯性の本質を共謀関
係に求める場合，共同正犯性が否定される場合とは，共謀関係の解消を通じて
残余共犯者の行為との因果性を遮断した場合であるともいえるから，山中教授
の主張は因果性遮断説と対立するわけではないと考えられる65)。重要である
のは，共同正犯関係からの離脱の要件である「因果性の遮断」には，共同正犯
性の否定によるものと，共犯の処罰根拠を基礎とした共犯行為と正犯の実行行
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63） 山中教授は，共同正犯性否定原理の基準として，離脱の意思表示と了承，共謀関係か
らの排除，共謀関係の強制終了，共謀関係の消滅，一定の共同正犯の本質理解を前提と
する共同正犯性否定基準，離脱の意思表示と了知を挙げる（「離脱」565 頁）。
64） 山中教授は，因果性否定原理の基準として，心理的因果関係否定基準，行為寄与の因
果性否定基準，別の犯罪基準を挙げる（「離脱」566 頁）。
65） 島田「判批」34 頁は，山中説と因果性遮断説は「その一般論においては，実は径庭が
ない」とする。
為との因果性（共犯性）の否定によるものがあることを意識することであろ
う66)。
 共犯関係からの離脱の要件
以上の検討を踏まえ，最後に共犯関係からの離脱の要件を明らかにしておこ
う。
⑴ 共同正犯関係からの離脱の要件
共同正犯関係からの離脱とは，離脱以後の残余共犯者の行為が離脱者に対し
て「共同正犯としては」帰責されないことを意味する。共同正犯としての帰責
が否定されるのであるから，共同正犯関係からの離脱を認めるためには，離脱
者と残余共犯者の間の共同正犯としての関係（共同正犯性）が解消されること
が必要である。共同正犯性の解消の有無の判断基準を明らかにするためには，
前提として，共同正犯性の内容の解明が必要になるが，これは共同正犯の本質
をどのように解するかによって異なることになる67)。ここでその理由の詳細
を述べることはできないが，筆者が妥当と考える（部分的）犯罪共同説の立場
からは，数人一罪と評価できる実体，すなわち，共謀関係（特定の犯罪をそれ
ぞれの役割に応じて共同して遂行するという意思連絡を基礎に形成された共犯者相
互の利用・補充関係）が共同正犯の本質であり，共同正犯性を基礎づけること
になる。したがって，共同正犯性の解消の有無は，離脱行為以前に存在してい
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66） 山中教授の論稿以降では，照沼・前掲 284 頁以下が，①因果性や故意が否定されて不
可罰になる場合と，正犯性のみが否定され，幇助としての処罰の余地が残る場合を区別
すべきこと，②因果性と正犯性の区別については，共同正犯の正犯性を基礎づけるため
に客観的にいかなる程度の寄与が必要となるかという問題に依存することを指摘してい
る。
また，離脱意思の表明と了承はあるが，物理的因果性は遮断されていない事案に関す
る佐伯教授の説明（佐伯仁志『刑法総論の考え方・楽しみ方』〔2013 年〕390 頁）も，共
同正犯関係からの離脱を認めるためには共同正犯性が否定されれば足り，物理的因果性
の遮断は必須ではないが，物理的因果性が遮断されていない場合，狭義の共犯関係から
の離脱は認められないとの趣旨と解することが可能である。さらに，葛原・前掲 180 頁，
松原・前掲書 392 頁以下も参照。
67） 共同意思主体説からのこの点に関するつの説明として，日髙・前掲 253 頁以下参照。
た共謀関係（以下，当初の共謀関係とする）の解消の有無によって判断され
る68)。当初の共謀関係が解消された場合，それ以後の残余共犯者の行為は，
離脱者を排除した「新たな共謀」に基づいて行われたものと評価されるため
に69)，それに加わっていない離脱者に対して，共同正犯として帰責されるこ
とはないのである。
共謀関係の実体は，行為者間の意思連絡（心理的連関）とそれに基づく相互
利用補充関係にあるから，離脱者による離脱意思の表明とそれについての残余
共犯者の了承によって，そのような相互の関係性が切断された場合，共謀関係
の解消が認められる70)。また，共謀関係にある者の間で当該共謀に基づく犯
罪行為は終了したとの認識が共有された場合にも，特定の犯罪を共同して遂行
するという意思連絡が終了したといえるので，共謀関係は解消される。なお，
重要であるのは，意思連絡に基づく相互関係の切断であるから，具体的な事実
関係によっては，離脱意思の明示的な表示や，残余共犯者によるその積極的な
了承を必要としないこともありうるし71)，一部の者（離脱者）を排除するとい
う形で，他の者（残余共犯者）によって一方的に解消されることもありうる72)。
以上のような理解によれば，実行の着手以前に共謀関係が解消された場合，
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68） それゆえ，共同正犯関係からの離脱を考える場合，「どの時点において，何罪について
の，いかなる内容の共謀の成立があったかの検討が先行する」（井田・前掲書 505 頁）こ
とになる。今井（猛）・前掲 119 頁，照沼・前掲 270 頁以下も参照。
69） なお，新たな共謀に基づく行為か否かという問題は，「共謀の射程」の問題とも関連す
る（この点につき，照沼・前掲 270 頁から 273 頁が有益である）。本稿では，議論の拡散
を防ぐために，共謀の射程の問題は取り上げないが，最判平成 6・12・6 刑集 48 巻 8 号
509 頁等を対象とした別稿を用意している。共謀の射程については，十河・前掲 73 頁以
下，橋爪隆「共謀の射程と共犯の錯誤」法教 359 号 20 頁以下が教示に富む。
70） 照沼・前掲 285 頁以下は，共同正犯における主観的要件の内容は「共通の目的に向け
た役割分担の認識」で足りるので，「実際に生じた事実との関係において役割分担につい
ての認識が欠けるのであれば，共同正犯の成立は否定され，幇助犯の余地のみが残る」
とする。
71） 前掲福岡高判昭和 28・1・12，大阪地判平成 2・4・24 判タ 764 号 264 頁参照。なお，
前掲東京地判昭和 52・9・12 は，共謀の背景にあった諸事情が時間の経過とともに大幅
に変化することにより，「暗黙のうちに」解消する可能性があることを認めた。
72） 前掲名古屋高判平成 14・8・29。
そのことを根拠として，共同正犯関係からの離脱が認められることになる。こ
れは，共謀関係の解消以前の離脱者の加功が，残余共犯者の行為に対して影響
を及ぼしていたとしても同様である。なぜなら，共謀関係は実行行為の時点で
存在していなければならないが，この場合，離脱者も加わっていた「当初の共
謀関係」は実行行為時点では解消されて，存在しておらず，構成要件に該当す
る事態・結果は，離脱者を排除した「新たな共謀」に基づいた残余共犯者の行
為によって実現されているため，当該事態・結果を離脱者に対して共同正犯と
して帰責する基礎が失われているからである。共謀関係の解消以前の離脱者の
加功が与えた残余共犯者の行為に対する影響力は，狭義の共犯としての処罰を
基礎づけうるにすぎない。この意味で，着手前の共同正犯関係からの離脱に関
する多くの裁判例が，離脱の意思表示とその了承によって離脱を認めているこ
とには理論的理由があると思われる。
これに対して，実行の着手後に共謀関係が解消された場合，それだけを根拠
に共同正犯関係からの離脱が認められるとは限らない。この場合も，共謀関係
解消後の残余共犯者の行為は離脱者に共同正犯としては帰責されず，離脱者は
共謀関係の解消以前の共同遂行によって実現された事態・結果について責任を
負うにすぎないが，実行の着手時点では共謀関係が存在している（当初の共謀
に基づく実行の着手が認められる）ため，実現された構成要件的事態・結果が，
当初の共謀関係に基づく行為によって創出された危険が現実化したものと評価
される場合（当初の共謀関係と実現された構成要件的事態・結果との間に法的因果
関係が認められる場合）には，当該事態・結果は，当初の共謀関係に加わって
いた者に共同正犯として帰責されることになるからである。したがって，実行
の着手後に共謀関係が解消された場合に共同正犯関係からの離脱を認める（離
脱者に対する残余共犯者の行為の共同正犯としての帰責を否定する）ためには，共
謀関係の解消だけでは不十分で，当初の共謀関係に基づく（実行）行為によっ
て創出された構成要件実現の危険性を除去すること（この意味での因果性の遮
断）が必要となる73)。実行の着手後の共謀関係の解消の事案では，実行の着手
時には共謀関係が存在していた（共同正犯性は認められる）ことから，実現され
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た構成要件的事態・結果を当該共謀関係に帰責できるか（共犯性）という点も
問題になるのである74)。着手後の離脱に関して，多くの裁判例が，共謀関係
の解消だけではなく，残余共犯者による行為継続の可能性を消滅させることを
要求していることや，着手後の離脱に関する近年の複数の裁判例が，心理的因
果性だけでなく，物理的因果性の解消の必要性に言及していること75)も，こ
のことから理解できるように思われる。
なお，このような理解による場合，平成 21 年決定は，着手前の離脱の事案
であるから，共謀関係の解消のみを問題にすれば足りるのではないかとの疑問
が生じる。確かに，そのように解することも可能であるが，この点は，「共謀
関係は実行行為の時点で存在していなければならない」という場合の「実行行
為の時点」の理解によることになろう76)。本稿でこの点を詳しく論じること
はできないが，同決定の事案では，住居侵入・強盗という当初の共謀に基づい
て，強盗罪と牽連犯の関係に立つ住居侵入罪が行われているため，「共謀した
犯行全体の一部の着手があった」といえること77)，離脱時点において強盗罪
の実行の危険性は相当程度に高まっており，離脱後の事態の推移も当該危険の
現実化のプロセスにすぎないと見ることが可能であることから78)，共同正犯
関係からの離脱という問題との関連では着手後の離脱の事案と同様に考えてよ
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73） この場合の因果性の遮断の有無は，⑵で述べる規範的因果性遮断説の立場から判断す
べきである。
74） なお，共謀関係に基づく行為によって創出された危険性の除去が認められた場合，実
現された構成要件的事態・結果は，共謀関係解消後の残余共犯者の行為によって創出さ
れた危険性が現実化したものと評価され，当初の共謀関係と残余共犯者の行為の間の因
果性の遮断が認められることから，⑵で検討する「残余共犯者の行為の共犯行為に対す
る帰責」が否定されるため，狭義の共犯も成立しないことになる。
75） 前掲注 40）に挙げた裁判例を参照。
76） 日髙・前掲 257 頁は，共謀関係の解消を，謀議により企図された全体的な犯行の推移
を考慮して検討することの重要性を説く。また，中川・前掲 191 頁以下は，その主張に
明瞭さを欠く嫌いはあるが，この点を検討したものと解する余地がある。
77） 任介・前掲書 172 頁。高橋・前掲書 488 頁は，平成 21 年決定につき，強盗について
「実質的には」着手後であると解したものとする（任介・前掲書 181 頁も参照）。
78） 豊田・前掲 85 頁，任介・前掲書 181 頁参照。
いと思われる。
最後に，首謀者に関する共同正犯関係からの離脱について付言しておく。裁
判例には，離脱者が首謀者であった場合には，着手前の離脱であっても，成立
した共謀を解消させて共謀関係がなかった状態に復元させるなどの相当な措置
を取ることが必要であるとするものがあり79)，学説上も，因果性遮断説の立
場から，首謀者は他の共犯者に重大な心理的影響・強い心理的影響を及ぼして
いるので，離脱の意思表示と了承では足りないなどとしてそれを支持する見解
が有力である80)。しかし，離脱者が首謀者であったとしても，共謀関係が解
消されている以上，共謀関係がなかった状態に復元させるなどの相当な措置を
取らなくても，残余共犯者の行為を離脱者に対して共同正犯として帰責するこ
とはできない81)。首謀者であるから，平均的な共謀関係者よりも大きな努力
を払うべきであるとの主張は，法感情的には理解できるが，理論的な根拠はな
いと思われる。また，そもそも，この種の事案では，首謀者は他の共犯者に重
大な心理的影響を及ぼしていない（もはや，他の共犯者を支配統制していない）
のではないかとの疑問がある。首謀者が離脱意思を表明し，残余共犯者がそれ
を了承したにもかかわらず，犯行を継続したという場合，当初は首謀者の計画
に残余共犯者が「加担する」という意味合いが強かったが，計画の進展により，
当該犯罪を自らの犯罪として遂行するという残余共犯者の意思が強くなったた
めに，首謀者抜きでも実行に及ぶことが決意されるに至ったとみることができ
るのであり，離脱時点においては，首謀者の残余共犯者に対する心理的影響力
は大きくはなくなっていたというべきではなかろうか。離脱者が首謀者である
ことは，共犯関係からの離脱に関する一般論との関係では特別の意味をもたな
いと考えられる。
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79） 前掲松江地判昭和 51・11・2，旭川地判平成 15・11・14 参照。
80） 今井（猛）・前掲 118 頁，照沼・前掲 276 頁以下等。
81） もちろん，当初の加功の態様によって，教唆犯または幇助犯として帰責されることは
ありうるし，結論的には，それで十分であると思われる。なお，松原・前掲書 392 頁も
参照。
⑵ 狭義の共犯関係からの離脱の要件
狭義の共犯関係からの離脱を認めるためには，共犯行為（教唆行為・幇助行
為）が存在することを前提に，離脱行為によって，当該共犯行為と残余共犯者
の実行行為との間の因果性を遮断することが必要である82)。また，共同正犯
関係からの離脱について既に述べたように，実行の着手以前に共謀関係が解消
された場合，その後の残余共犯者の実行行為は，共謀関係に基づくものではな
いので，離脱者に対して共同正犯としては帰責されないが，解消以前の離脱者
の加功の影響が残余共犯者の実行行為に及んでいる場合，因果的共犯論を前提
にすると，共犯の処罰根拠は充足されており，狭義の共犯は成立しうるので，
離脱者が処罰を完全に免れるためには，自己の加功と残余共犯者の実行行為と
の間の因果性を遮断することが必要になる。これらの場合においては，残余共
犯者の実行行為を離脱者の行った共犯行為に帰責することの可否が問われ，因
果性の遮断がその判断基準となるのである。問題はどのような場合に「遮断」
があったといえるかであるが，この点については，①共犯行為（教唆行為及び
幇助行為）の本質を踏まえつつ，②共犯行為の残余共犯者に対する影響力の除
去という観点と，③残余共犯者（正犯者）の実行行為が新たな決意に基づいて
行われたと評価されるか（この意味で別個の犯罪事実と評価されるか）という観
点から判断すべきであると思われる。以下では，教唆犯と幇助犯を区別して検
討しよう。
教唆犯は，被教唆者に犯罪の実行を決意させることを本質とするので，因果
性の遮断を認めるためには，着手前の離脱の場合，教唆行為に基づいて生じた
犯罪実行の決意を正犯者に放棄させることが必要である。また，着手後の離脱
の場合，上記決意に基づく実行の着手があるため，正犯者の実行行為の継続の
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82） なお，因果性の遮断は，共犯一般（広義の共犯）に共通する「残余共犯者の行為の離
脱者の共犯行為に対する帰責の可否」（共犯性の有無）に関する判断基準であるから，共
同正犯関係からの離脱についても問題になる。したがって，本来は，ここでの共犯行為
には共同正犯行為（共謀関係）も含まれるが，共同正犯について問題になる点について
は，⑴で述べたので，以下では，狭義の共犯を対象として検討を加える。なお，前掲注
74）参照。
阻止及び実行行為によって創出された構成要件実現の危険性の除去が必要であ
る。なお，正犯者の実行行為が新たな決意に基づく別個の犯罪事実と評価され
る場合（一旦は決意を放棄したが，翻意して実行に及んだ場合等），積極的な離脱
行為の有無にかかわらず，教唆犯が成立しないことは，教唆犯の概念上，当然
である。
幇助犯は，正犯者の実行行為を心理的・物理的に促進することを本質とする
ので，離脱の要件である因果性の遮断を認めるためには，着手前の離脱である
か，着手後の離脱であるかを問わず，幇助行為が正犯者の行為に対して与えた
心理的・物理的促進効果を除去することが必要である。このうち心理的促進効
果の除去を認めるためには，共犯者間の意思連絡の解消（離脱者が離脱意思を
残余共犯者に認識させ，残余共犯者が以後の行為について支持を受けていないこと
を認識すること)83)により，その後の正犯者の実行行為を促進させる心理的影響
力を失わせること（将来に向けた影響力の解消）が不可欠である。しかし，例え
ば，Ｖを脅迫しているＸを，現場で煽ることによって心理的に勢いづかせたＹ
が，やりすぎだと感じたため，離脱意思を表明し，Ｘもそれを認識したが，Ｙ
の煽り行為に起因して勢いづいたＸは脅迫を継続したという場合，Ｘの心理状
態を幇助行為（煽り行為）以前のレベルにまで戻さなければ，幇助行為（煽り
行為）による心理的促進効果を除去したことにはならない。したがって，幇助
行為によって正犯者に与えた犯行促進的な心理的影響力を除去すること（過去
に与えた影響力の除去）も必要である。物理的促進効果の除去を認めるために
は，幇助行為によって生じた正犯の実行行為を促進する状況の除去が必要であ
る84)。なお，正犯者の実行行為が新たな決意に基づく別個の犯罪事実と評価
される場合，心理的幇助については，積極的な離脱行為がなくとも，正犯者の
新たな決意の介在によって，将来に向けた影響力の解消と過去に与えた影響力
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83） この判断は，共謀関係の解消の判断と類似するが，共謀関係における意思連絡は，そ
れを基礎として共犯者間に相互利用補充関係が認められうるほどの濃密なものでなけれ
ばならないのに対し，幇助犯における意思連絡は，正犯者の心理に対する促進効果で足
りるため，共謀関係の解消に比べて，認められにくいことになる。
84） この点については，西田『共犯理論』248 頁以下参照。
の除去の双方が認められることもありえよう。これに対し，物理的幇助の場合，
正犯者の新たな決意が介在したとしても，犯行道具の取り返し等の積極的な離
脱行為によって，現存する物理的促進状況を除去しなければ，因果性の遮断は
認められないと考えられる85)。
ここまで，因果性の遮断の内容について説明してきたが，勢いづいた人の精
神状態を落ち着かせることや，犯罪の実行に役立つ情報の提供の効果を失わせ
ることの困難さを想起すれば明らかなように，共犯行為と残余共犯者の行為の
間の心理的・物理的因果性を完全に遮断することは極めて困難である。そこで，
現在の多数説は，広義の共犯一般について，事実的には因果性が遮断されてい
なくとも，規範的観点から遮断があったと法的に評価できれば，因果性の遮断
を認めてよいと解している（規範的因果性遮断説)86)。因果性の遮断とは，離脱
後の残余共犯者の行為の離脱者に対する共犯としての帰責の可否という規範的
な問題に関するものであるから，「遮断」を認めるためには因果性を「ゼロ」
にする必要はなく，結果を帰責する必要はないという程度に弱めれば足りると
いう指摘87)は説得的である。また，平成元年決定は，「（残余共犯者による第 2
暴行の）おそれが消滅していなかった」のに，離脱者が「格別これを防止する
措置を講ずることなく，成り行きに任せて現場を去ったに過ぎない」ことを理
由に離脱を否定したが，適切な防止措置を講じたとしても，立ち去る以前の因
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85） 処罰の限定は，故意の否定によって行うしかないと思われる。反対・西田『総論』370
頁，山口・前掲書 353 頁。
86） 井田・前掲書 505 頁，塩見・前掲 99 頁以下，高橋・前掲書 486 頁，萩原・前掲 220 頁，
林『判例』147 頁以下，堀内・前掲書 304 頁以下，山中『総論』960 頁，拙稿「演習」法
教 351 号 135 頁等参照。金子・前掲 292 頁は，因果性の遮断の判断が「事実的評価から
規範的評価へと移行する傾向にある」と分析している。なお，内容的には規範的因果性
遮断説と同様の主張を展開しつつも，因果性や遮断という言葉が本来的には事実的な性
格を持つことから，因果性の遮断という表現を用いることを批判する見解として，松宮
孝明『刑法総論講義（第 4 版）』（2009 年）316 頁以下（葛原・前掲 180 頁，豊田・前掲
85 頁，金子・前掲 292 頁以下も参照）。用語に拘泥することに批判的なのは，島田「判
批」32 頁。また，照沼・前掲 284 頁注 37）。
87） 前田・前掲書 545 頁参照（すでに，平成元年決定に関する同「判批」67 頁で同様の主
張がなされている）。
果性を完全に遮断できる（「ゼロ」にできる）とは限らないことを考えると，こ
こでも同様の理解が前提にされていると考えられる88)。筆者も規範的因果性
遮断説が妥当であると考えるが，問題は，いかなる規範的観点から遮断の有無
を判断するかである。この点については，「結果との因果性というよりも，そ
の者がとった行動や態度の離脱としての適格性にこそ意味がある……。『行為
者の立場でなし得る，通常であれば行為者が生じさせた危険を消滅させるに足
る』措置がとられれば，……そのこと自体で離脱が肯定される」との見解89)
が主張されており，基本的には妥当であると思われる。上記の措置がとられた
にもかかわらず，危険が消滅せず（残余共犯者が行為を継続したり，正犯者が犯
罪実行の決意を放棄しなかったり，心理的・物理的な促進効果が除去されなかった
りすることにより），構成要件的事態・結果が惹起された場合，そこに実現され
た危険は，共犯行為が創出したものではなく，それ以外の危険であると考えら
れるからである。ただ，「行動や態度の離脱としての適格性」という観点は強
調すべきではないであろう。上記の措置の具体的内容は，基本的には，「離脱
時までの関与の態様，離脱の時期，離脱時ないし離脱後の状況などとの関係で
相関的に決まる」と考えられるが90)，個々の事案におけるその確定は困難な
場合が少なくなく，上記の観点を強調することは「離脱の恩典」を与えるに足
る相応の努力を行ったか否かという素朴な法感情に基づく判断91)の容認につ
ながりかねないからである92)。個々の事案の事実関係を踏まえて，共犯行為
が創出した危険を具体的に特定した上で，社会通念に照らして，それを解消す
るために必要と考えられる措置を慎重に特定することが必要であろう。
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88） 原田・前掲書 183 頁以下も参照。
89） 塩見・前掲 100 頁。
90） 豊田・前掲 86 頁。また，原田・前掲書 184 頁以下，島田「判批」33 頁も参照。
91） 松宮・前掲書 316 頁の「自分の作りだした『犯罪エネルギー』を帳消しにするだけの
阻止の真摯な努力」という表現は，比喩としては分かりやすいが，「犯罪エネルギー」や
「帳消し」という言葉の内容は不明確であり，直感的な判断の容認に至りやすいように思
われる。
92） 首謀者の離脱に関する議論にはこのような傾向が見られる。葛原・前掲 180 頁も参照。
 結びにかえて
本稿では，共犯関係からの離脱に関する従来の学説・判例の検討を踏まえ，
結論として，⑴共同正犯関係からの離脱については，共同正犯性（共謀関係）
の解消という観点と共犯の処罰根拠としての因果性の遮断という観点を区別し
て検討する必要があること，⑵狭義の共犯関係からの離脱については，専ら後
者の観点が問題になるが，そこでの因果性の遮断の有無は，規範的観点から行
う必要があるとの認識を前提にして，①共犯行為の本質を踏まえた上で，②共
犯行為の残余共犯者に対する影響力の除去という観点と，③残余共犯者の実行
行為が新たな決意に基づいて行われたと評価されるか（この意味で別個の犯罪
事実と評価されるか）という観点から判断すべきであることを主張した。いず
れについても，試論の域を出ていない部分が多く，また，前提となる共同正犯
の本質（共謀関係）についての考察も不十分な点が多い。今後，これらの点に
ついてさらに考察を深めていくことを約して筆を擱くこととしたい。
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